教私第  ２７１２　号
平成29年11月1　日
　
各学校法人理事長　様
大阪府教育庁私学課長

平成２９年度私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高
等学校等施設高機能化整備費））の事業募集及び計画調書の提出について（依頼)
標記について、文部科学省高等教育局私学部私学助成課から依頼がありましたので、お知らせします。
つきましては、事業を予定している場合は、下記のとおり提出してください。
記

１　今回募集する事業

　　　　私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備費））交付要綱（平成13年4月1日文部科学大臣裁定）に定める事業のうち、以下に定めるもの。
　(1)校舎等のバリアフリー化整備

　　　　(2)耐震補強工事、非構造部材の耐震対策工事及び付帯工事

　　　　(3)安全管理対策（防犯対策及びアスベスト対策）のための施設工事

　　　　(4)防災機能強化のための屋外防災施設の設置等

　　　　(5)耐震改築工事及び付帯工事

　　　

※平成2９年10月23日から平成30年3月31日までの間に着手（契約）し、平成2９年度中に完了する事業。
※今年度着手し、来年度に完成する事業については、工事計画等に基づき、年度ごとに契約を分ける（当該事業年度ごとに契約を結ぶ）ことで、平成29年度分を募集対象とします。

※平成29年度に交付決定を受けた場合であっても、平成30年度以降の継続補助を保証するものではないことを御承知置きください。
※補助金額については、圧縮がかかる可能性もありますのでご承知置きください。

　　　
2　提出書類

(1) 平成29年度私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧（様式1）

(2) 平成29年度私立高等学校等施設高機能化整備事業 計画調書（以下のうち該当するもの）
ア　高機能化整備事業（バリアフリー化）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式2－1～3】
イ　防災機能強化施設整備事業（耐震補強工事）　　　　　　　　　　　　【様式3－1～4】
ウ　防災機能強化施設整備事業（非構造部材の耐震対策）　       【様式4－1～3】
エ　防災機能強化施設整備事業（防災機能強化事業）　　　　　　　　　【様式5－1～3】

オ　防災機能強化施設整備事業（安全管理対策（防犯対策））　　　【様式6－1～3】
カ　防災機能強化施設整備事業（安全管理対策（アスベスト対策））【様式7－1～3】
ク　防災機能強化施設整備事業（耐震改築工事）　　　　　　　　　　　　【様式2－1～4】
(3) 工事費等に係る入札の内容が分かる書類又は見積書の写し（３社以上）

(4) 工事予定施設の計画図面（配置図、立面図及び平面図）

(5) 学校法人の財務状況が確認できる資料（資金収支内訳書、事業活動収支内訳書、監査報告書の写し）

(6) 耐震診断報告書等の写し〔２(2)イ及びク関係〕
(7) 分析結果報告書又は設計図書等の写し（該当施設におけるアスベストの保有が証明できる書類）
〔２(2)カ関係〕
(8) 耐震診断についての公的機関の確認結果〔２(2)ク関係〕
(9) 補強で対応することが困難な理由書（様式自由、該当する場合のみ）〔２(2)ク関係〕
(10) コンクリート強度の平均値を算出した資料（該当する場合のみ）〔２(2)ク関係〕
(11) コンクリートコア試験報告書（該当する場合のみ）〔２(2)ク関係〕
(12) その他参考となる資料

(13) 交付内定前の事前着手承認申請書

※　提出書類は、ワープロやパソコン等により作成し、Ａ４二穴ファイルに綴じて提出してください。

3　提出部数　　　　　 ２　部

4　提出期限

    ○上記２(1)
平成2９年１１月15日（水）迄　【厳守】

　     
○上記２(2)～(12)　及び(13)　
　　　　　　平成2９年１２月１１日（月）迄　【厳守】
５　提出方法

上記２(1) 　　　    電子メールによる（メールアドレス：shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp）
上記２(2)～(12)　 持参による  ※書類を持参する日（時刻）は、事前に下記担当者と調整してください。

上記２(13)　　     郵送又は持参による　※期限までに提出できない場合は、事前にFAX送信してください。

	担　当　小中高振興グループ　　山本
電　話　06－6210－9275（直通）


